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付録 インターネットの主な出来事　2018.11→2019.10

新製品・新サービス・新技術

2018 11
■フェイスブック、ビデオ通話デバイス「Portal」「Portal+」の販売を米国で開始
■「Yahoo! JAPAN」アプリからスマホ決済「PayPay」が利用可能に
■「YouTube Music」国内でスタート、プレミアムは広告なし＆オフライン視聴
■マイクロソフト、H.265対抗の動画コーデック「AV1」ベータ版をWindowsに提供

12
■アマゾン、AWSでマネージ型ブロックチェーンサービス提供
■ドコモのスマホ決済「d払い」がファミリーマート約1万7000店舗で利用可能に
■ auから雑誌読み放題プラン、「ブックパス」に月額380円のマガジンコース

2019 01
■ブロックベースがブロックチェーンNFTのマッチングプラットフォーム「bazaaar」公開
■話題の「合法漫画村」がマンガ情報サイト「アル」としてリニューアル
■YouTube TV、正式に全米98％の世帯で利用可能に
■博報堂、ブロックチェーンでデジタル広告をトークン化する「コレクタブル・アド」発表

02
■メルカリ子会社のメルペイ、iDに対応した決済サービス「メルペイ」開始
■ジャニーズ初のバーチャルアイドル登場、SHOWROOMで生配信
■国会図書館が「ジャパンサーチ」試験版公開、書籍や文化財のデジタルアーカイブ検索
■グーグル、極低温で動作する量子コンピュータのビットコントローラーを発表

03
■みずほ銀行がスマホコード決済「J-Coin Pay」提供、個人間送金も可能
■個人発行デジタルカードをファンが購入＆支援するSNS「FiNANCiE」ベータ版公開
■「CoinDesk Japan」創刊、ヤフー系列のN.Avenue子会社が運営
■LINE、スマートディスプレイ「Clova Desk」を発売
■スマホ1つで入居できる賃貸住宅「OYO LIFE」始動

04
■任天堂、SwitchでVRを楽しめる「Nintendo Labo: VR Kit」発売
■ベライゾン、米国初のスマホ対応5Gサービスを提供開始
■テスラ、自社開発の自動運転車向けプロセッサ発表、NVIDIA製から移行
■マイクロソフト、Officeなど自社製品向けに新元号「令和」パッチを提供

05
■ゆうちょ銀行、スマホコード決済「ゆうちょPay」開始
■グーグル、5万円以下の低価格スマホ「Google Pixel 3a」を5発売
■マイクロソフト、macOS向けEdgeブラウザのアルファ版公開
■メガネ型デバイス「Google Glass」の新モデル発表、大幅改善で999ドル
■アップル、性能2倍の新「iPod touch」発売、4年ぶりの新モデル

06
■グーグル、7インチのスマートディスプレイ「Nest Hub」を発売
■アマゾン、5.5インチのスマートディスプレイ「Echo Show 5」を発売
■DeNAのAIドライブレコーダー「DRIVE CHART」、まず商用車向けに提供
■グーグル、定額ゲームストリーミング「Stadia」発表、日本以外14か国で11月開始
■LINE、信用情報サービス「LINE Score」を開始

07
■「Google Chrome」の迷惑広告ブロック機能を全世界で展開
■KDDI、LTEスマホ初のデータ容量無制限プラン「auデータMAXプラン」開始
■Yahoo! IDユーザーの行動を点数化する「Yahoo!スコア」発表
■アマゾン、高品質電子ペーパー搭載の防水電子書籍端末「Kindle Oasis」発売
■SIRIN LABS、ブロックチェーンスマホ「FINNEY」発売、銀座に直営店も

08
■アップル、国内向けに「HomePod」を発売
■ファーウェイ、独自OS「HarmonyOS」を発表、スマホ搭載はグーグル次第
■ソフトバンクがバスケット日本代表戦で5Gプレサービスを実施
■LINEのグループトーク機能を拡張した「OpenChat」提供
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09

■任天堂、携帯モードに特化した「Nintendo Switch Lite」を発売
■グーグル、Android 10を正式リリース、Pixelシリーズから対応
■スクウェア・エニックス、位置情報RPGゲーム「ドラゴンクエストウォーク」提供
■アップル、定額ゲームサービス「Apple Arcade」を提供開始
■ソフトバンク出資先のOpenStreetとホンダ、都内でシェアスクーター開始
■アップル、iOS 13リリース、直後に iOS 13.1と iPadOSも
■ドコモが5Gプレサービス開始

10

■ヤフー、「PayPayフリマ」開始、メルカリ対抗のフリマアプリ
■三菱UFJ銀行「MUFG Wallet」開始、Visaのタッチ決済対応ウォレットアプリ
■グーグル、「Pixel 4」を日本発売、新機能「モーションセンス」は2020年春対応
■楽天Koboの電子ペーパー端末がDropboxに対応
■折りたたみスマホ「Galaxy Fold」日本で発売、au独占
■KDDI、ドローンレースで5Gプレサービスを提供
■アップル、ノイズキャンセル対応の無線イヤフォン「AirPods Pro」発売
■マイクロソフト、2画面折り畳み式PC向けOS「Windows 10X」発表

Source：INTERNET Watch、ITmedia、CNET Japan、日経新聞、マイナビほか

買収・IPO・合併・企業

2018 11
■ルンバの「間取りデータ」利用でグーグルと iRobotが提携
■VOYAGE GROUPと電通傘下のCCIが経営統合、2019年1月に新会社発足
■アップル、「iPhone」「iPad」「Mac」製品の販売台数公表を取りやめへ
■不動産情報コンソーシアム正式に設立、ブロックチェーンで不動産情報共有

12
■グーグル親会社のアルファベット、2013年買収したロボット開発のSCHAFT解散
■LINE、スマホ決済で中国テンセントと提携
■ソフトバンク、長期継続特典をTポイントからPayPayへ
■LINEとスターバックスが業務提携、LINE Payのスマホコード決済導入など
■グーグル、日本のAIスタートアップABEJAを買収
■ソフトバンクが東証1部上場、初値は公募価格1500円を下回る

2019 01
■楽天、グループのスポーツスタジアムを完全キャッシュレス化へ
■スマートニュース、HTML5技術のTomboを買収
■LINE、LVC、野村HDの3社がブロックチェーン領域を中心とした金融事業で提携
■LINEマンガ、無料ウェブマンガサービス「XOY」統合で縦読みマンガ充実
■FOSSIL、スマートウォッチの知的財産をグーグルに売却
■ポケモンGO開発のナイアンティック、2.45億ドル調達

02
■スポティファイが黒字転換、Anchorなどポッドキャスト企業2社買収
■ネット井戸端会議の「マチマチ」、MAU100万人超えで新たに1.6億円調達
■AbemaTV、海外からの視聴に対応
■オウケイウェイヴ、みなし仮想通貨交換業者LastRootsを買収

03
■ヤフー、「ジオシティーズ」を閉鎖
■NVIDIA、メラノックスを約7700億円で買収
■米アマゾン、メッシュWi-Fiスタートアップの eeroを買収
■LINE Payとメルペイ、業務提携で「MoPA」設立、後にドコモとKDDIも参加

04
■DACと博報堂DYデジタルが統合しDACとして営業
■ IDCフロンティアがファーストサーバを吸収合併、両社のサービスは継続
■ピンタレスト、NY証券取引所に上場で約1570億円を調達
■アップルとクアルコムの特許訴訟和解でインテルがスマホ用5Gモデム事業から撤退
■「Oracle Java」のライセンス変更、無償利用は個人開発・テスト・デモ目的のみに
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05
■グーグル、発話障害者をAIでサポートする「Project Euphonia」発表
■Uber、NY証券取引所に上場で初値は公募価格45ドルを下回る
■ソフトバンク、ヤフーの連結子会社化で連携を大幅強化へ
■ソニーとマイクロソフト、クラウドベースのゲームとAIで提携
■アマゾン、ファーウェイ製品の販売を見合わせ

06
■法人向け名刺管理サービス「Sansan」が東証マザーズに上場
■LINE PayとVisaが戦略的提携、LINE上でバーチャルカード発行対応へ
■フェイスブック、独自仮想通貨Libraの詳細を発表
■メルカリ、シェアサイクル「メルチャリ」から撤退
■グーグル、自社ブランドのタブレット端末事業から撤退
■ビジネスコミュニケーションツールのSlack、NY証券取引所に上場

07

■フェイスブックジャパン、日本経済団体連合会（経団連）に入会
■ IBMがレッドハットの買収完了、時価総額の1/3となる3.7兆円で
■ユーチューバー事務所のUUUM、「note」運営元のピースオブケイクと提携
■スポティファイとイープラスが提携、音楽配信アプリからチケット購入可能に
■米司法省、Tモバイルとスプリントの合併を条件付きで承認
■アップル、インテルのスマホ向けモデム事業を10億ドルで買収
■マイクロソフト、Azureでの汎用AI提供に向けてOpenAIに10億ドル出資

08
■スマホコード決済の統一規格「JPQR」普及に向けた実証事業開始
■Zaifとフィスコ仮想通貨取引所、正式に統合を発表
■ブロードコム、シマンテック法人事業を約1.1兆円で買収合意
■デジタルガレージと大和証券、次世代技術のスタートアップ向けファンドを設立
■CBSとバイアコムが再統合で合意、3兆円規模のメディア企業に

09
■ドコモ、産業向けの5G活用を検討するアライアンス5G-ACIAに加入
■佐川とヤフーが ID連携、Yahoo! Japanアプリで配達日確認・変更
■三菱UFJ・野村HD・KDDIら、デジタル証券の開発会社米セキュリタイズに出資
■ソーシャルギフトのギフティ、東証マザーズに上場

10
■SBIとZホールディングスが業務提携
■日経BP社と日本経済新聞出版社が統合、日経グループの総合出版会社に
■中国の仮想通貨マイニングリグメーカーCanaanが米国で上場申請

Source：INTERNET Watch、ITmedia、CNET Japan、日経新聞、マイナビほか

法制度・行政・事件・社会

2018 11
■ティム・バーナーズ=リー氏がウェブを守る「協定」を提唱、グーグルなどが賛同
■東京地裁がYouTubeの違法マンガネタバレ投稿者の発信者情報開示を命じる仮処分
■ホテルチェーンマリオット、不正アクセスによる情報流出で5億人に影響のおそれ

12
■TPP11発効で日本の著作権保護期間が死後50年から70年に
■ソフトバンクで大規模通信障害、原因はエリクソン製機器の技術的ミス
■ベーシック、不正アクセスで約40万件の顧客情報が流出した可能性
■フェイスブック、APIの不具合で680万人の写真流出のおそれ
■国税庁委託先がマイナンバーなど個人情報70万件漏えい

2019 01
■中国政府、ブロックチェーン監視のための規制法案を公表
■EU法務官、グーグルに「忘れられる権利」の域外適用強制できないとの見解
■米司法省が中国ファーウェイとそのCFOを詐欺で起訴
■ファイル転送サービス「宅ふぁいる便」で481万件の個人情報漏えい
■ブロックチェーン推進協会（BCCC）の加盟企業・団体総数が270社に
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02
■村井純教授に仏レジオン・ドヌール勲章、「インターネット・サムライ」の功績称える
■新経連、ICO規制や仮想通貨税制の見直し求め提言書を金融担当大臣に提出
■セルンが世界初のブラウザー「WorldWideWeb」を完全再現したウェブアプリ公開
■中国AI企業SenseNetsの顔認証データ250万人分が流出
■ダークウェブで約27億件の巨大漏えいファイル群、国内800万件のアカウント情報も

03
■米民主党、「ネット中立性」の復活を目指す法案を公表
■モナコイン1500万円詐取で宇都宮の少年を書類送検、仮想通貨流出で国内初検挙
■キョードー東京の個人情報流出、パスワードの漏えいはなし
■不正アクセスでカード情報流出のECサイト「DLmarket」、再開断念でサービス終了へ

04
■EU、ブロックチェーンの社会適用を促進する国際標準化組織「INATBA」を設立
■米下院、「ネット中立性」規則復活法案を可決、ただし法制化は見込み薄
■インターネットメディア協会（JIMA）設立、ネットメディアの課題を共有
■EUの巨大バイオメトリクスデータベース構築法案が議会を通過

05
■大手仮想通貨取引所「Binance」にサイバー攻撃、44億円相当のビットコイン流出
■改正電波法が参議院本会議で可決・成立、1年以内に施行
■愛媛CATVのサーバーに不正アクセス、1万3000人分の顧客情報が流出
■米国商務省、米国製品の輸出禁止対象にファーウェイなど追加
■トレンドマイクロ、不正アクセスによる情報流出認める、ソースコード流出は否定
■ヤマダ電機、不正アクセスで顧客のクレジットカード情報流出　最大3万7000件

06

■Google Cloudの障害でYouTubeやGmailなど米東部で一時利用不能
■暗号資産交換業者の規制を強化した改正資金決済法＆金融商品取引法を公布
■米国税関と国境警備局で米国出入国者の顔写真が流出し約10万人に影響
■個人情報漏えいインシデント、2018年は560万人以上が被害に（JNSA）
■入札殺到した「サークルK・サンクス」の中古ドメイン名、6000万円超で落札
■ライブやスポーツ観戦のチケット不正転売禁止法が施行
■視覚障がい者などの読書環境整備を推進する「読書バリアフリー法」が成立

07

■「7pay」で約900人・5500万円の不正アクセス被害、全チャージと新規登録を停止
■インスタグラム、フェイスブック、ワッツアップで大規模障害
■評価額8億円相当の不動産、フランス初ブロックチェーン上で売買成立
■仮想通貨トロン騙った詐欺で数十万人被害、被害額160億円で自殺者も
■英当局、顧客情報の流出でマリオットにGDPR違反の制裁金135億円
■仮想通貨交換所「ビットポイント」で不正流出、国内外で30億円超相当の被害
■EUの全地球測位衛星システム（GNSS）が大規模障害で全システムダウン
■フェイスブック、個人情報の流出問題などについて制裁金5400億円でFTCと和解
■米金融大手Capital One、過去最大規模といえる1億人超の顧客情報流出か

08
■アマゾンのAWSで大障害、国内多数のサービスにも影響
■NTTコムの「OCN」が輻輳状態、Windows Updateが原因か
■Society 5.0時代の持続可能な地域社会の構築（総務省重点施策2020）

09
■YouTube、ヘイト違反で10万本の動画と1万7000チャンネルをQ2に削除
■LINEの個人向けローン、担当者のミスで顧客の個人情報が漏えい
■「漫画村」元運営者・星野ロミ容疑者、日本に強制送還
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■アマゾンで注文履歴流出騒動、11万アカウントで名前や連絡先が閲覧可能に
■旭化成の吉野彰氏がリチウムイオン電池の商用化貢献でノーベル賞
■三菱UFJ銀行の台湾法人向けネットバンキングで1305件の個人情報
■中国で暗号技術とビジネスの支援となる「暗号法」成立、2020年1月1日施行予定
■2019年度上期の家電出荷額1兆3,801億円、過去10年で最高（JEMA）
■スマホコード決済の利用率は22.5％（MMD研究所）
■習近平「中国はブロックチェーンで世界の先頭を走る」 と投資加速を明言
■Adobe Creative Cloudの顧客情報約750万件が公開状態に
■改正電気通信事業法で携帯端末の価格設定や条件に変化

Source：INTERNET Watch、ITmedia、CNET Japan、日経新聞、マイナビほか

その他

2018 11

■メルカリ、本・CD等に特化したフリマアプリ「メルカリ カウル」サービス終了
■スポティファイのMAU、28％増の1億9100万人に
■macOSが1億インストールを突破、中国でMacの利用者急増
■「ニコ動」有料会員が200万人割れ、減少止まらず
■ JALとKDDIが5G活用した空港サービス実証実験、スマホ出さずにチェックイン
■楽天、次世代スマートスタジアムに向けた5G実証実験、自動配送ロボットも
■NTTデータと三菱UFJ信託銀行が情報信託プラットフォーム「DPRIME」の実証実験
■ZMPと日の丸交通が自動運転タクシーの公道営業実証実験を世界初実施
■テレビ東京HDとドコモ、5G活用「VRソーシャルビューイング」の実証実験
■CeBITが33年の歴史に幕、HANNOVER MESSEに統合
■パナソニック、Jリーグ観戦者約28000人を対象にしたチケット電子化の実証実験

12
■ファミマ、岡山県和気町でドローンで日用品を配送する実証実験
■PayPayで障害、20％還元初日に
■Huluの契約者が2300万人超
■ソフトバンク、都市部で28GHz帯5G高速大容量通信の実証実験を披露
■SNS利用率、LINEは80.8％、Twtterは42.8％、インスタ35.8％（ICT総研）
■ファーウェイ、2018年は過去最高となる2億台のスマホを出荷と発表

2019 01
■ピースオブケイク「note」の月間アクティブユーザー1000万人、会員数100万人超
■食べログ、2019年1月のネット予約が約260万人と発表
■ネットフリックス、190か国以上に提供で会員1億3900万人
■グーグルの新データセンター、パネル160万基による太陽光電力を採用

02
■まんが王国、会員数200万人突破
■ZOZO前澤社長「しばらくTwitterはお休み」「本業に集中」で株価は急反発
■文科省が学校へスマホ持ち込み禁止の指針を見直しへ、災害時など考慮
■インプレスR&D「著者向けPOD出版サービス」がアマゾンで累計販売額1億円突破

03
■NTT東日本、公衆無線LAN「フレッツ・スポット」のサービス終了
■鉄道会社が初の「PayPay」導入、湘南モノレールが定期券などで
■経産省「プレミアムキャッシュレスフライデー」発表
■ ICANNの公開会議が神戸で開催、日本では19年ぶり2度目
■WWW誕生から30年、発明者のティム=バーナーズ・リー氏が公開書簡
■アップル、「Apple News+」発表、最初の48時間で購読者20万人超
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04

■消費者向けGoogle+が閉鎖
■LINE、4月からAndroidスマホのフィルタリング制限対象に
■仮想通貨マイニングツール「Coinhive」がサービス終了
■アドビ、「Adobe Shockwave」のサポートを終了
■ JPドメイン名「.jp」、登録数が155万1357件に（JPRS）
■マイクロソフトが電子書籍から撤退、購入書籍は全額返金
■KDDI、「au PAY」スタート、開始10日間で登録者数100万人超
■メルペイ、サービス開始から63日間で登録者数が100万人超

05
■NTTグループが特殊詐欺解析AIを用いた実証実験
■ソフトバンク、ADSLサービスを2024年3月末で終了すると発表
■マイクロソフト、量子コンピューティングの開発キットをオープンソースで公開
■ IoTに適したWi-Fi規格「IEEE 802.11ah」の実証実験
■スマホ利用者は7000万人を超え、成長率は鈍化（ニールセン）

06
■徳島県でWinnyの技術を使った地域防災の実証実験
■2019年度の国内PCサーバー出荷台数は5年ぶりのプラス成長（MM総研）
■茨城県つくば市でブロックチェーンを活用したインターネット投票の実証実験
■ソフトバンク子会社がハンドルのないバスの実証実験、公道走行は日本初
■アップルミュージック会員数は6000万人超、スポティファイ下回る

07

■ユニバーサルサービス料が月額3円に
■スカパー、DataSign、CCI、インテージが共同で情報銀行の実証実験
■クアルコム、Tモバイル、エリクソンが世界初の商用モデム600MHz帯5G通信に成功
■フランス上院で対GAFAを想定した「デジタル課税」導入承認
■LINE Scoreの利用者が100万人突破、サービス開始から19日目
■AbemaTV、有料会員は44.8万人
■メディアドゥ、ブロックチェーン活用の電子書籍流通基盤の実証実験を完了
■ソースネクストの音声通訳機「ポケトーク」、シリーズ累計50万台出荷
■日本国内のLINE月間利用者数は約8100万人
■ファミペイ、スタートから1か月で300万ダウンロード超え

08
■Androidがアプリの64bitへの移行を本格化
■「Yahoo! MAP」アプリで「タピオカ検索」を提供
■楽天の携帯基地局整備の遅れに対して総務省が行政指導
■SMS発展型「+メッセージ」のユーザーが1000万人突破
■2019年上期ブロックチェーン特許申請、中国67％・米国16％・日本5％（IPRdaily）

09
■「7pay」、9月末で終了、7月のサービス開始から2か月で
■東京都、副知事にヤフー元社長の宮坂学氏を起用、5G普及を推進
■マネックス、株主優待でビットコイン500円相当を付与

10

■マイクロソフト、スマホでXboxゲームが遊べる「Project xCloud」試験公開
■KDDI、「au PAY」の登録者数600万人超、サービス開始から半年
■PayPay、登録ユーザー数1500万人突破
■NICT、世界最大容量となる「毎秒1ペタビット」光通信のスイッチング実験に成功
■Slack、 日間アクティブユーザーが1200万人突破
■メルペイ、サービス開始から8か月で登録者数が500万人超
■グーグル、量子コンピューターの「量子超越性」を実証と発表するも IBMは否定

Source：INTERNET Watch、ITmedia、CNET Japan、日経新聞、マイナビほか
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［インターネット白書ARCHIVES］ ご利用上の注意

このファイルは､ 株式会社インプレスR&Dが1996年～2020年までに発行したインターネット

の年鑑『インターネット白書』の誌面をPDF化し､ ｢インターネット白書ARCHIVES｣として

以下のウェブサイトで公開しているものです。

https://IWParchives.jp/

このファイルをご利用いただくにあたり、下記の注意事項を必ずお読みください。

● 記載されている内容（技術解説、データ、URL、名称など）は発行当時のものです。

● 収録されている内容は著作権法上の保護を受けています｡ 著作権はそれぞれの記事の
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ださい。

● オリジナルの発行時点では、株式会社インプレスR&D（初期は株式会社インプレス）と

著作権者は内容が正確なものであるように最大限に努めましたが､すべての情報が完全

に正確であることは保証できません｡このファイルの内容に起因する直接的および間接的

な損害に対して、一切の責任を負いません。お客様個人の責任においてご利用ください。
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